
都道府県等に対する牧野資金の融通措置について

昭和52．５．28 52畜Ｂ第1296号

畜産局長通知

最終改正 平成29．１．18 28生畜第1159号

市町村に対する日本政策金融公庫による牧野資金の貸付対象事業の範囲については、従来、

「農用地開発事業実施要綱」（昭和45年12月10日付け45農地Ｃ第 500号農林事務次官依命通

知）及び「畜産経営環境整備事業実施要綱」（昭和48年7月7日付け48畜Ｂ第1654号農林事務次

官依命通知）に基づく補助事業に係るものに限定されていたが、この度、この限定が撤廃さ

れ貸付対象事業の範囲が拡大されたので、下記事項に留意の上、その指導に遺憾の無いよう

にされたい。

なお、「市町村に対する牧野資金の融通措置について」（昭和50年４月２日付け50畜Ｂ766号

畜産局長通知）は廃止する。

記

１ 貸付条件等

貸付条件については、株式会社日本政策金融公庫業務方法書（沖縄県にあっては、沖縄振

興開発金融公庫業務方法書）に定めるところによるが、その内容及び取扱いは、次のとおり

である。

(1) 貸付けの相手方

牧野資金（株式会社日本政策金融公庫法（平成19年法律第57号）別表第１第８号の下

欄のイに規定する資金（沖縄県にあっては、沖縄振興開発金融公庫法施行令（昭和47年

政令第186号）第２条第１号イに規程する資金）のうち牧野に係るものをいう。以下同

じ。）の貸付けを受けることができる都道府県、市町村及びその一部事務組合（以下「都

道府県等」という。）は、(2)に規定する貸付対象事業に係る牧野を管理経営する都道府

県等とする。ただし、財産区が牧野を管理経営する場合は、当該財産区が属する市町村

とする。

(2) 貸付対象事業

都道府県等に対する牧野資金の貸付けの対象となる事業は、国からの補助金が支出さ

れて行われる事業（以下「国の補助事業」という。）にあっては次の①又は②の要件のい

ずれかに、国の補助事業以外の事業（以下「非補助事業」という。）にあっては次の①及

び③の要件に、それぞれ適合するものとする。

① 貸付けを受ける都道府県等が自ら施行するもの

② 貸付けを受ける都道府県等が当該事業を施行する地方公共団体に対し分担金又は

負担金を支出するもの

③ 当該事業に係る牧野が次のア及びイの要件に適合するもの

ア 当該牧野の過去３年間の牧場収支係数（当該牧野に係る年間の牧場支出を牧場

収入で除したものをいう。以下同じ。）が1.00以下であり、牧野の利用料金等が受

益者負担を原則として設定されており、かつ、将来とも健全な運営が見込まれる

牧野

イ ２に規定する公共牧場経営確立計画が策定され、都道府県知事又は地方農政局

長（北海道においては生産局長。沖縄県にあっては沖縄総合事務局長。以下同

じ。）の承認を受けている牧野



(3) 貸付対象事業費

都道府県等に対する牧野資金の貸付けの対象となる事業費は、事業ごとにそれぞれ次

に掲げるものとする。

① 国の補助事業

牧野に係る基盤整備及びこれと一体として行われる牧野の管理経営上必要な機械

及び施設の整備に対する補助残部分

② 非補助事業

牧野に係る基盤整備又は牧野の管理経営上必要な施設の整備に要する事業費

(4) 貸付金の限度

都道府県等に対する牧野資金の貸付金の限度は、地方債の起債について以下のいずれ

かの範囲内で貸付けを受ける者の負担する額とする。

① 総務大臣又は都道府県知事の許可額又は許可予定額

② 総務大臣又は都道府県知事の同意額又は同意予定額

③ 総務大臣又は都道府県知事への届出額

(5) 利率

株式会社日本政策金融公庫業務方法書に規定する主務大臣承認事項（沖縄県にあって

は、沖縄振興開発金融公庫業務方法書に規定する主務大臣承認事項）に定める利率とす

る。

(6) 償還期限

25年以内とし、うち据置期間は10年以内とする。

２ 公共牧場経営確立計画

(1) 非補助事業に係る牧野資金の貸付けを受けようとする都道府県等は、別記様式１によ

りあらかじめ公共牧場経営確立計画を作成し、貸付けを受けようとする者が都道府県以

外にあっては都道府県知事に承認申請を、都道府県にあっては、地方農政局長に承認申

請を行うものとする。

(2) 都道府県知事又は地方農政局長は(1)の承認申請があった場合において、過去３年間の

牧場収支係数が1.00以下であり、かつ、公共牧場経営確立計画の内容が適切で今後とも

牧場の健全な経営が見込まれると認められるときは、その承認を行い、別記様式２によ

りその旨を申請者に通知するとともに、別記様式３により株式会社日本政策金融公庫代

表取締役総裁（沖縄県にあっては、沖縄振興開発金融公庫理事長）に通知するものとす

る。

(3) 公共牧場経営確立計画に即した事業の実施及び牧場の運営が的確に図られるよう、都

道府県知事又は地方農政局長は事業担当主務課と農業改良普及所等指導機関との連携に

努めるとともに、農業改良普及所等指導機関は経営的、技術的見地から指導助言を行う

ものとする。

３ 貸付け等の手続

都道府県等に対する牧野資金の貸付け等の手続については、株式会社日本政策金融公庫

及び地方公共団体金融機構（沖縄県にあっては、沖縄振興開発金融公庫）の定めるところ

による。



別記様式１

公共牧場経営確立計画承認申請書

番 号

年 月 日

都 道 府 県 知 事

地 方 農 政 局 長 殿

生産局長、沖縄総合事務局長

市 町 村 長

都道府県知事

○○牧野に係る公共牧場経営確立計画を別添の通り策定したので、「都道府県等

に係る牧野資金の融通措置について」の記の２の（１）の規定に基づき承認申請

します。

（注）別添として、公共牧場経営確立計画を添付すること。

印



公共牧場経営確立計画（目標： 年）

１ 牧場の概要

（１）牧場名

（２）牧場の所有地

（３）牧場の経営管理主体

（４）牧場設置事業名

（５）牧場の利用目的等

（注）

① 牧場名は、市町村条例等で定めている名称を記入すること。

② 牧場の利用目的等は、利用畜種（乳牛、肉牛、乳肉兼用等）の別、夏期利

用、周年利用の別、預託、買取育成の別等の具体的利用形態を記入すること。

また、生草、乾草の販売等がある場合にはその内容を記入すること。

２ 経営の推移

（注）

当該牧場を取り巻く最近の地域の畜産情勢、牧場の役割並びに牧場の経営

管理上の問題点等について記述すること。

３ 経営確立計画の概要

（注）

経営確立計画の主な目標、内容等について概括的に記述すること。



４ 経営規模の現状・目標

区 分 現 況 目 標

（ 年度) （ 年度)

経 放牧地 ha（ kg/10a） ha（ kg/10a）

牧 営 採草地 （ ） （ ）

耕 兼用地 （ ） （ ）

場 地 飼料畑 （ ） （ ）

小計 （ ） （ ）

用 野草地

樹林地

地 建物敷・道路等

計

夏期 冬期 年間延べ頭数 夏期 冬期 年間延べ頭数

家 預 乳牛 頭 頭 頭 頭 頭 頭

託 肉牛

畜 牛 小計

所 乳牛

飼 有 肉牛

牛 小計

養 計

馬

羊

区 分 現 況 目 標

（ 年 月） （ 年 月）

畜 成牛舎

舎 育成舎

建

物 堆 肥 盤

・ 尿 溜

施 サ イ ロ

設 乾 草 舎

・ 隔 障 物

機 事 務 所

械

農 機 具 庫

機 トラクター

械

（注）

① 現況及び目標の欄の（ ）内には計画の基準年度及び目標年度を記入すること。

② 牧場用地、家畜飼養及び建物・施設・機械の区分は必要に応じて適宜項目を追加して記入すること。

③ 牧場用地の現況には基準年の面積を記入し、（ ）内に10a当たり実績収量を記入すること。

④ 家畜飼養の現況の欄の頭数は基準年度の常時飼養頭数を記入し、年間延べ頭数は夏期及び冬期の総延べ頭数を記入すること。



５ 事業計画及び資金調達計画

（事業予定期間 年 月 日～ 年 月 日）

事業内容 年度 年度 年度 年度

事

基 事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費

本 千円 千円 千円 千円

業 施

設

事 整

計 備

利

画 業 用

施

設

明 整

費 備

細

合 計

事業費 千円 千円 千円 千円

資 補 都道府県

金 助 その他

計 金 計

画 地坦 公庫資金(Ａ)

明 元金 自己資金

細 負 計(Ｂ)

その他

(Ａ)/(Ｂ) (%)

（注）

① 事業計画明細は事業内容を基本施設（草地造成改良、草地整備改良、野草

地改良、放牧林地整備、草地保全整備、道路整備、雑用水施設、用排水整備、

防災施設整備等）、利用施設整備（隔障物、家畜保護施設、飼料貯蔵施設、飼

料乾燥施設、牧野樹林整備等）に区分し、それぞれの区分については年度ご

とに事業量及び事業費を記入すること。

② 資金計画明細は地元負担金を公庫資金及び自己資金に区分し、また、補助

金がある場合には都道府県及びその他に区分し、それぞれの区分について年

度ごとに記入すること。



６ 利用料金改定計画

現 況 目 標

区 分 1頭1日当たり 摘 要 1頭1日当たり 摘 要

乳用牛

夏 ２才未満

期 ２才以上

利 肉用牛

用 ２才未満

２才以上

乳用牛

冬 ２才未満

期 ２才以上

利 肉用牛

用 ２才未満

２才以上

馬

羊

（注）

① 畜種ごとの利用料金を原則として１頭1日当りで記入する。料金設定の方式が

様式と異なる場合は適宜項目を変更して記入すること。

② 人工授精の料金等を別途徴収する場合は、その旨を摘要欄に記入する。

③ 繁殖子牛、買取育成牛等の払下げの場合は、払下げ価格及び価格積算内訳等

を記入すること。



７ 牧場経営収支の実績と目標

区 分 実 績 目 標

年度 年度 年度

預 託 料 金 千円 千円 千円 千円

家畜等払下げ料金

牧

場

収

入

計 ①

牧

場

支

出

計 ②

差引余剰（①－②）

牧場収支係数(①/②）

（注）

① 牧場収入は預託料金、家畜等の払下げ料金、市町村の助成等の収入を記入す

ること。

② 牧場支出は草地及び家畜の管理等に要する経費を記入すること。

③ 別葉で、収入支出についての積算基礎を記入すること。

④ 実績は、直近３年間に実績を記入すること。

⑤ 牧野収支係数（牧場支出÷牧場収入）は小数点第２位まで記入すること。な

お、牧野資金の貸付け対象は、過去３年間の牧場収支係数が1.00以下の牧野に

限られるので留意すること。



別記様式２

公共牧場経営確立計画承認書

番 号

年 月 日

市 町 村 長

都道府県知事

都 道 府 県 知 事

地 方 農 政 局 長 印

生産局長、沖縄総合事務局長

「都道府県等に係る牧野資金の融通措置について」の記の２の（１）の規定に基

づき、 年 月 日に承認申請のあった公共牧場経営確立計画については、これ

を承認する。

殿



別記様式３

番 号

年 月 日

株式会社日本政策金融公庫代表取締役総裁 殿

都 道 府 県 知 事

地 方 農 政 局 長 印

生産局長、沖縄総合事務局長

公共牧場経営確立計画承認通知書

このたび下記のとおり承認したから通知する。

記

承認 市町村名 牧場名 牧野資金借入希望調書 （千円）

又は

月日 都道府県名 年度 年度 年度




